
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 

当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。 

①当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を定め、その運用状況の評価を行い、有効性を確認し

ております。 

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、株主総会議事録・取締役会議事録等について、社内規程に則り適切に保存・管理しておりま

す。 

③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

⒜各部門は社内規程に基づき、年度毎にリスクの自己評価を行うとともに重点リスク管理項目を設

定し、リスクの改善状況を四半期毎に本社へ報告しております。 

なお、当社事業部門における不適切な検査等につきましては、当該事案の再発防止策に加え、当社

グループ全体としての再発防止策を策定し実施しております。 

⒝各部門は緊急事態が発生した場合には、社内規程に基づきその状況を経営トップに報告し、適時に

対応する仕組みとしております。 

⒞2020年 3月 30日開催の取締役会において、2020年 4月 1日付で当社グループ全体のリスク管理

を一層強化することを目的として、「内部統制システム構築の基本方針」を一部改正し、社長を委

員長とするリスク管理委員会を設置する旨の決議を行っております。 

④当社の財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、信頼性のある財務報告に係る内部統制システム構築のために内部統制本部を設置し、各事業

部門に内部統制の責任者及び推進者を配置しております。また監査室が財務報告に係る内部統制シ

ステムの整備・運用状況の監査を実施しております。 

⑤当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、執行役員制を採用し、社内規程等に則り執行役員に権限を委譲し、効率的な職務執行を行っ

ております。また毎月開催する執行責任者会議において執行責任者に月次業績、中期経営計画及び予

算の執行状況を報告させております。 

⑥当社の執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

⒜コンプライアンス委員会（2019年 10月 1 日付で倫理委員会を改組）においてコンプライアンス

に関する基本方針を確認するとともに、内部通報制度の運用状況やコンプライアンス教育の実施状

況等、当期のコンプライアンス全般の状況を報告しております。 

⒝全社員に対して、職位に応じて必要なコンプライアンス教育を実施し、その周知徹底を図っており

ます。また、年に１回実施するコンプライアンスの意識調査を通じて、社員のコンプライアンス意

識の状況をモニタリングし、必要に応じて改善策を講じております。 

⒞全管理職から「コンプライアンス誓約書」を毎年徴集しております。 

⑦当社及び子会社からなるグループにおける業務の適正を確保するために必要な体制 

⒜当社グループにおける業務の適正かつ効率的運営を確保するため、「事前協議報告規程」を制定し

ており、国内・海外子会社へ周知徹底しております。さらに主要な子会社は各社で「内部統制シス



テム構築の基本方針」を策定し、その運用状況を当社に報告しております。 

⒝主要な子会社は、社内規程に基づき年度毎にリスクの自己評価を行い、重点リスク管理項目を設定

し、改善状況を四半期毎に当社へ報告しております。 

なお、当社グループの複数の子会社等における不適切な検査等につきましては、当該事案の再発防

止策に加え、当社グループ全体としての再発防止策を策定し実行しております。 

⒞国内・海外子会社は、コンプライアンス教育を実施し、その周知徹底を図っております。また、国

内子会社ではコンプライアンスの意識調査を通じて、社員のコンプライアンス意識の状況を毎年モ

ニタリングし、その結果及び改善の状況を当社に報告しております。 

⒟外部専門会社の通報窓口を利用した当社グループ共通の内部通報制度を運用しており、通報窓口

に通報があった場合には、当該通報窓口から当社のコンプライアンス委員会事務局及び当社の常勤

監査役に報告させる仕組みとしております。 

⒠主要な国内・海外子会社は、信頼性のある財務報告に係る内部統制システム構築のために内部統制

の責任者及び推進者を配置しております。また当社監査室が、主要な国内・海外子会社の財務報告

に係る内部統制システムの整備・運用状況の監査を実施しております。 

⑧当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

⒜当社では、監査役の業務を補助すべき専任組織として監査役室を設置し、専任使用人と兼任使用人

を配置しており、監査役が監査役室の当該使用人に対して指揮・命令を行っております。 

⒝当社は、監査役の職務執行について生ずる費用等については年度予算に計上しており、これを適切

に運用しております。 

⒞当社は、監査役の監査を実効的なものとするため、取締役会、執行責任者会議、経営戦略委員会等

の重要な会議を通じて、監査役に対し情報提供を行う他、監査役と代表取締役との定期的な意見交

換の場を設けております。また、関係会社の監査役、当社の監査室及び会計監査人は、その業務に

関し定期的にまた必要の都度、当社監査役との間で情報交換を行い、当社グループ全体の監査の充

実を図っております。 

⒟当社は、法令やコンプライアンス違反に相当する事件や事項については、当社の主管部門を通じて

直ちに監査役へ報告しております。また、当社及び国内子会社は内部通報者の保護に関する規程を

整備し、各社内に周知・徹底しております。 


